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２０１６年１月　　　　　　関西総合調査業協会会報　　　　　０３６号


関調協会報　　　　　　　　　　一般社団法人関西総合調査業協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪市北区西天満１-１０-１６
Tel 06-6313-4567　fax 06-6313-4566

第１５回理事会概要（平成27年4月17日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１号議案　入会審査について
入会申込４社の入会審査を行い、結果、４社何れも入会に支障なしとして、出席理事全員が賛同した。
入会が承認された会社は以下の通り。
株式会社ブァンキッツシュナイン（シークレットリサーチ堺）代表　藤井レイ、
株式会社クローバー（クローバー総合調査）代表　永久貴生、
株式会社ＳＤＩジャパン（ＳＤＩ探偵事務所大阪）代表　松本裕之、
有限会社ティ・エイチ・エス　代表　齋藤艶子。
第２号議案　平成２６年度決算の承認について
　　　　　　平成２６年度決算は意義無く承認された。
第３号議案　平成２６年度事業報告の承認について
　　　　　　平成２６年度事業報告は意義無く承認された。
第４号議案　平成２７年度予算案の承認について
　　　　　　平成２７年度予算案は意義無く承認された
第５号議案　平成２７年度事業計画案の承認について
　　　　　　平成２７年度事業計画案は意義無く承認された
第６号議案　理事役員の改選について
　　会長は今年度、理事役員の任期満了に伴い改選しなければならない旨を述べ、脇山理事、東田理事より、事業及び体調問題から辞任届が提出されている事を報告し、次期理事役員候補者の選出を要請した。
審議の結果、松谷、夏原、竜田の理事は候補者となることを承諾。尚、横田監事を理事候補者に推薦し、横田監事はその旨を承諾。新たに、監事候補者をシーカーサービスの足立正輝氏に打診することを決定した。
第１６回理事会概要（平成27年6月10日）
第１号議案　総会について
会長は本日16時より開催される総会にいての式次第と概要を説明し、各理事に協力を要請した。
第２号議案　理事、監事の推薦について
　　前回の理事会での理事候補者を再度確認し、了解を求めた。
各理事は、前回の決定とおり推薦することを了承。
第３号議案　厚生労働省へ要望書提出について
会長は、厚労省への要望書提出について、関係団体に積極的に働きかけている事を説明し、全国調査業協会連合会及び全国調査業協同組合は賛同を得ているが、日本調査業協会からの了承が得られていない旨を説明し、今後も鋭意努力するとの意向が示された。
第１７回理事会概要（平成27年10月14日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１号議案　協会運営について
会長は今後の協会運営と活動方針について、各理事に意見を求めた。
各理事から、会員増強策について積極的な意見があったが、他団体との関係など種々の問題があり、拡大一方ではなく会の結束と活動の充実を図り、環境を見つつ適宜判断して行くことで意見の一致を見た。
第２号議案　厚生労働省への要望書提出について
　　会長より日本調査業協会への働きかけを模索し、東京都調査業協会の会長を介し働きかけをしている旨の報告があった。
　各理事は、鋭意努力するよう要望するとの事で意見の一致をみた。
第３号議案　会報発行について
関調協会報を28年1月に発行することを決定し、各理事は原稿の投稿を約束した。
第１８回理事会（平成27年12月16日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１号議案　会報発行について
前回理事会で28年1月に協会報の発行は決定されているが、原稿が集まってなく、未提出の理事に対し、28年1月半ばまでに提出頂けるようお願いし、各理事は承諾した。
第２号議案　業界情勢について
　　会長より、全調協及び全国調査業協同組合の現況報告がなされ、同時に、厚労省への身元調査に関する上申書の件について、日調協との協議に関する報告がなされた。
第３号議案　その他理事定義事項
調査業務に関し、多方面に関する話し合いがもたれた。
業法の探偵業務の実施に関する原則にある「人の生活を害する等個人の権利利益を侵害することが無いよう努めなければならない」について、尾行張り込みが被調査人に感づかれた際の対処方法に関し、意見交換がなされた。
クーリンゴオフに関する問題についても、色々と意見がだされたが、とにかく注意をして対処するしかないとの意見が大勢であった。
事務局便り
（平成27年度の新入会員紹介）
会社名　　株式会社ブァンキッツシュナイン
広告名称　総合探偵社シークレットリサーチ堺
所在地　　堺市堺区南花田口町2-2-3-オプレント堺東ビル１Ｂ
代表取締役　藤井　レイ、
主たる業務　一般大衆調査
電話　072-269-4909　fax　072-269-4909
会社名　　株式会社クローバー
広告名称　クローバー総合調査
所在地　大阪市北区梅田1-１-３　大阪駅前第三ビル10F
代表取締役　永久　貴生
主たる業務　一般大衆調査
電話　06-6151-6666　fax　06-6151-6667
会社名　　株式会社ＳＤＩジャパン
広告名称　ＳＤＩ探偵事務所大阪　ＳＤＩジャパン
所在地　大阪市北区芝田2-3-16-506
代表取締役　松本　裕之、
主たる業務　一般大衆調査
電話　0120-405-164　fax　078-242-0255
会社名　　有限会社ティ・エイチ・エス
広告名称　有限会社ティ・エイチ・エス
所在地　京都市山科区小野荘司町13-1
代表取締役　齋藤　艶子
　主たる業務　一般大衆調査
　電話　075-572-6999　fax　075-572-6750
探偵業の概況
　探偵業の届出件数　　平成26年度末　　　全国　5688件
　　　　　　　　　　　平成27年12月　　　大坂　642件
平成27年10月　　　東京　816件　
　　
	平成２６年中における探偵業の概況
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	平成２６年中における探偵業の概況
１　探偵業の届出状況
　平成２６年末の届出業者数は、５，６８８件であり、前年比１８件の増加となっている。


	表１　探偵業の届出状況の推移（平成２４年～平成２６年）〔一部改編〕


	平成２４年

平成２５年

平成２６年

（平成２５年との比較）

届出業者数

５，５４６

５，６７０

５，６８８

１８

・個人

４，０９０

４，２０６

４，１９２

▲１４

うち主たる営業所数

３，９８７

４，１０７

４，０９０

▲１７

・法人

１，４５６

１，４６４

１，４９６

３２

うち主たる営業所数

１，０７３

１，０８６

１，１３０

４４

新規届出数

９３８

８１５

７１７

▲９８

・個人

 ７４２

 ６３３

５１５

▲１１８

うち主たる営業所数

 ７１５

 ６１６

５０５

▲１１１

・法人

 １９６

 １８２

２０２

２０

うち主たる営業所数

 １５７

 １３７

１４９

１２

廃止届出数

７３７

６８７

６９０

３

死亡よる証明書の返納数

５

４

９

５


	
	　探偵業の業務の適正化に関する法律違反等の検挙状況
（１）　探偵業の業務の適正化に関する法律違反の検挙状況
　平成２６年中の探偵業の業務の適正化に関する法律違反の検挙件数及び検挙人員は、２件２名であった。


	
	表２　探偵業の業務の適正化に関する法律違反の検挙状況の推移
（平成２４年～平成２５年）〔一部改編〕


	平成２４年

平成２５年

平成２６年

検挙件数

検挙人員

検挙件数

検挙人員

検挙件数

検挙人員

無届け営業

３

３

１

１

１

１

重要事項説明書虚偽等

０

０

０

０

０

０

従業者名簿不整備・虚偽記載

１

０

０

０

０

０

指示処分違反

０

０

０

０

０

０

 その他

 ０

０ 

１

１

１

１

総数

４

３

２

２

２

２


	※平成２４年の従業者名簿に係る不整備・虚偽記載等については、他法令違反の余罪であるため、検挙人員を計上していない。


	（２）　探偵業務に関する他法令違反の検挙状況
　平成２６年中に探偵業者及び探偵業従事者が、探偵業務に関し他の法令等の規定に違反して検挙された主な事例としては、次のものが挙げられる。　詐欺
　探偵業従事者が、債務者から債権回収を行う意思がないにもかかわらず、債権回収を行うかのように装い、行動調査等の名目で依頼者から金銭をだまし取ったことから検挙した。（警視庁）
○　ストーカー行為等の規制等に関する法律違反
　探偵業者が、依頼者の男が警察から元交際相手の女性につきまとわないよう注意を受けていたことを知りながら、依頼者の男と共謀の上、当該女性に対するつきまとい行為を反復して行い、ストーカー行為をしたことから検挙した。また、本件に関連し、実際につきまとい行為を行った当該探偵業者の従業員の男を、軽犯罪法違反で検挙した。（神奈川）


	３　探偵業者に対する行政処分状況
　平成２６年中の探偵業者に対する行政処分は、営業廃止命令が０件、営業停止命令が３件、指示が４６件であり、前年比で営業廃止命令が３件、営業停止命令が１５件、指示が２５件減少した。


	表３　探偵業者に対する行政処分（廃止命令）状況（平成２４年～平成２６年）〔一部改編〕


	平成２４年

平成２５年

平成２６年

前年比

営業廃止命令

０

３

０

▲３

格事項）３条１号該当者

（欠
（欠格事項）３条２号該当者

３

▲３

（欠格事項）３条３号該当者

（欠格事項）３条４号該当者

（欠格事項）３条５号該当者

（欠格事項）３条６号該当者

欠格事項合計数

０

３

０

▲３


	
	表４　探偵業者に対する行政処分（指示・停止命令）状況
（平成２４年～平成２６年）〔一部改編〕


	
	平成２４年

平成２５年

平成２６年

前年比

停止

指示

停止

指示

停止

指示

停止

指示

営業停止命令・

指示件数

１２

６２

１８

７１

３

４６

▲１５

▲２５

開始届出書等虚偽

変更届出書等虚偽

１５

１１

１１

０

実施原則違反

８

１

６

２

▲１

▲４

書面受理違反

５

１０

３

９

１

１０

▲２

１

書面交付違反

１０

２２

８

１８

４

２０

▲４

２

探偵業以外委託

１

１

１

１

▲１

▲１

資料不正等利用

１

３

１

▲２

教育義務違反

２

２

名簿不整備・虚偽

２

１８

３

１８

１

１０

▲２

▲８

証明書掲示違反

４

４

７

３

業に関し他法令違反

２

１

２

３

１

２

▲１

▲１

指示処分違反

違反行為合計数

２０

８０

１８

７３

７

６５

▲１１

▲８


	※１回の命令・指示の中に、複数の違反行為が含まれる場合がある。


	

	


	警察庁のホームページより引用（一部改編）


大阪府公安委員会より、大阪府下の探偵業者が行った尾行調査に対し、探偵業法違反で指示処分が行われた事案があったが、指示処分を巡っての争いで、大阪府公安委員会は処分の取り消しを決定した。
（産経ニュースより引用）
処分をめぐっては、業者側が「尾行は探偵業法で認められており、営業の自由を不当に侵害している」と府に取り消しを求める行政訴訟を大阪地裁に起こし、尾行とつきまといの線引きについて２年余りにわたり法廷闘争が繰り広げられていた。
　探偵業法を所管する大阪府警保安課によると、９日に開く府公安委員会で取り消しを審議する。
　問題となったのは、平成２５年６月に大阪市内の２業者に出された探偵業法に基づく指示処分。２業者は府内の４０代女性の素行調査中に尾行を察知され、それまでの２日間の調査が法令違反のつきまとい行為に当たるとして、再発防止を指示されていた。
　業者側は訴訟で、素行調査は保険金の不正受給疑惑を明らかにするという正当な目的だったと主張。「不法行為を探偵に暴かれそうになった人が警察に『つきまとい』を訴えれば、逆に探偵が処分されるというのはあまりに不合理だ」と適法性を強調していた。
平成27年度教育研修会のお知らせ
主催　NPO法人全国調査業協会連合会　
日時、平成28年3月16日　13時〜17時
場所、東京都新宿区（詳細は未定）
（カリキュラム）
　１.探偵業の概況 ２.調査と人権について　３.探偵業契約時の注意事項
　４.探偵業のセキュリティ対策について  ５.特殊調査機器の案内　　
	


新　春　放　談
「業界団体のあり方」について　　　　　　　　　
　　　　会長　松谷　廣信
　新年あけましておめでとうございます。
今年の年明けは、小春日和を思わせるような穏やかな日和となり、一年の計を立てるに相応しい晴れ晴れとした気持ちで、新年を迎える事が出来ました。会員の皆様はいかがでしたでしょうか。今年一年がこの年明けのように穏やかな年になるよう願わずにはいられません。
　表題を、「業界団体のあり方」と、大上段に構えましたが、表題に相応しい内容になるかは、いささか不安ですが、私なりに考察し、新年の挨拶にかえさせて頂きます。
　
　現在日本に調査業（探偵、興信）の団体はいったいいくらあるでしょうか。私が知る限り、全国団体としては、（一社）日本調査業協会、ＮＰＯ法人全国調査業協会連合会、全国調査業協同組合の３団体があり、それぞれに地方協会を設けているが、上部組織を持たない地域団体も多くあり、ざっと数えただけでも30団体は下らないと思う。しかし、これほど多くの団体が組織されているにも関わらず、いずれの団体にも所属しない調査業者が全体の80％近くを占めるのでは無いかと思われる。
　何故これほど未加入企業が多いのか・・。それは、この業界の特殊性にある様に思う。歴史的には、興信、探偵業は明治初期に早くも企業組織として存在し、近代国家建設と相まって成長して来たにもかかわらず、昭和50年ころまでは業界団体らしきものは存在しなかった。何故なのか？、それは私なりに考えるに、業そのものが影武者的な存在との認識を持つものが多く、「この業は表に出るべきではない」との考え方を自任していた傾向があり、業界団体などもっての他的思考にあった様である。それが昭和40年代後半から大々的に広告を打って、一般大衆からの調査を受ける、所謂、大衆調査会社と呼ばれる企業が急激に増え、若手経営者の台頭も目立ち、それらの中に団体結成を標榜する動きが出てきたものである。
ただ、団体は結成されたが、一匹狼的経営者が多い業界故、考え方も様々で団体運営での意見衝突も多々あり、結果的には離合集散を繰り返し、前述の通り、団体数は多いが組織率は低迷する現状にあるのではないかと考えている。
　一方、団体そのものも、疑問を感じざるを得ないような状況で、何を目的に組織されているのか判然としない所さえある。
　私は、昭和56年、当時４団体と云われた内の一つ、調友会に入会し、以来３5年の長きに亘り団体活動に係って来た。しかし、満足の行く活動が出来た年は１年としてなく、満足できる結果をみた活動もない。だからと言って、この団体活動歴が私にとって徒労であったかと云えば、決してそんな事は無い。活動を通じ、多くの業界人と知り合え、生涯付き合える友も得た。また、同和差別調査根絶に向けての運動では、世間の評価は兎も角として、私が関係した団体の中では、１００％根絶する事ができ、「人事調査は差別につながる」などと云わせることを許さない、毅然とした態度で、人事調査を行える基盤が出来たと確信している。ただ、それは自己満足の世界であり、行政や社会からそれが認められたかと云えば、全くそうでは無い。厚生労働省や地方行政の労働部などは、昭和50年の地名総監事件当時の状態が未だに続いているかの如く、採用時の調査は差別につながるとして、「絶対に行わないでください」との指導を未だに続けている。此のことについて、昨年来、私は、厚生労働省との話し合いの場が持ちたく、業界団体一丸となって取り組むべく、関西総合調査業協会及び全国調査業協会連合会を基盤に活動を続けているが、未だ途半ばである。
　各業界団体は、その何れもが「自主規制と社会的地位の向上」を目指して活動しており、会員の自主規制によって不祥事を無くし、業界の社会的認知度を高め、信用ある調査業界を築こうとしている。しかし、自主規制面では、意見の衝突や食い違いが生じ、総意を得るに時間と労力を要するのは理解できるが、目的を一にする外向けの活動は、歩調を合わせ積極的に取り組んでいきたいものである。
　この関調協も全調協も組織率は極めて低く、他団体も同様に会員減少に歯止めがかからず、近年、業界の組織率は低下の一途をたどっている様である。その背景には、市況の問題など色々あるが、一番の問題は業界団体の魅力の無さでは無かろうか・・。統計をとった訳ではないが、入会のメリット、会費、人間関係、競業問題など色々と理由はあるが、一番多く聞かれるのが、「何をしているのかサッパリ判らない」と云うことである。正直、これを云われると耳が痛い。それは、私だけでなく他団体の役員もそうではないかと思う。各団体共に内向きの問題に労力をとられ、団体としての本来の活動が何処まで出来ているのかは、大いに疑問である。特に外向けの活動は乏しく、行政からの指導や指示の言いなりで、業界の意見を上申することはせず、未だ苞かぶり体質から抜け切れずにいるように思う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　団体としての組織率を上げる方策の第一は、先ず魅力ある団体に成る事である。その為には、会員にとってのメリットを考え、それを具体化する事では無かろうか。親睦は勿論であるが、交互調査や調査手法の研究や情報提供、また営業面の後方支援など様々にあるが、第一は、業界を取り巻く環境の改善である。所謂、興信、探偵業の必要性、人事調査の正当性を社会に訴え、調査の仕事が社会の秩序維持、事件事故の未然防止、各種トラブルの解決や防止にいかに役立っているかを広く知らしめる事である。また、自主規制の問題では、苦情処理に努め、業界のモラル向上に寄与する努力を惜しまず継続する事ではなかろうか。
　私は業界活動に首を突っ込んだ当初から、業界団体の一本化を標榜し、常にその事を念頭に活動してきたつもりであるが、実際は離合集散の繰り返しで、一本化の話はあれど現実に実を結ぶこと無く現在に至っている。ただ、その足掛かりとして、外向けの活動で思いを一にし、共に行動する事により、内向きの問題の解決にもつながるのでは無いかと強く思っている。そこで、今年こそは、その一環として、「採用時の身元調査は絶対に行わないで下さい」との行政指導に対し、業界団体としての考え方をまとめ、関係省庁との意見交換の場を設けて頂けるよう、活動する覚悟ですので、ご協力の程宜しくお願い致します。
「個人情報保護」は個人の情報全てを伏せるということなの？
専務理事　竜田充子
　新年明けましておめでとうございます。
昨年２０１５年は世界情勢も国内の動きも大きな転換の節目となる年でした。本年２０１６年は穏やかな年になることを願わずにはいられません。
この原稿を書くにあたって、１０年前の関調協会報を懐かしく見返しておりました。１０年ひと昔といいますが、調査業界もずいぶんと変化しています。
当時はちょうど調査業法が制定される年で、寄せられている原稿は皆、業法について触れられ、業法の課題と共に、業界の明るい発展を望む意見が多く寄せられていました。
現在、我が調査業界では若者達が起業し、また老舗の業者も世代交代が進んで、エネルギー溢れる人たちが担っていってくれるようになっています。しかし、業界全体としては１０年前に比べて少々活気がなくなっているような気がします。
その原因のひとつに、私は「個人情報保護」を理由とした過剰な反応があるように思えてなりません。
例えば、わが社のメインの業務である人探しでは、ひと昔ふた昔前であれば、何故探しているのかという納得できる理由もしくは正当な理由があれば、聞き込み先は調査先の消息を教えてくれたものです。しかし、今や「個人情報保護」を理由に情報入手はかなり困難になってきているのが実情です。つまり、以前と同じ情報で人探しをすることができにくくなってきているのです。そのため、聞き込みは避けてデータ割り出しに頼ってしまう業者もこの１０年でかなり増えてきています。そして、今や「調査」や「人探し」とはデータ割り出しと思っておられる向きが多々出てきています。
また、依頼人も「個人情報を探っていいの？」と萎縮して、依頼を逡巡する傾向も強くなってきています。音信がとれなくなった人を探したり、その人の消息を知ることがまるで罪かのように…。で、結局、依頼人は自身の心の整理ができないでいるのです。この社会は人と人との繋がりでできているというのに、です。
物事はなんでもそうですが、すべてのことに網をかけて禁止するといった硬直した物の見方をしていれば、それは却って不都合が生じます。
例えば、学校では名簿が作れないから、緊急時でも連絡がとれず困ったということはすでに広く指摘されています。
先日、テレビにこんな投書が紹介されていました。落とした財布を拾って駅に届けてくれた人にお礼が言いたいと、届けてくれたその人の連絡先を尋ねたが、「個人情報」ということで駅側からは教えてもらえなかったとのこと。これでは親切な方へのお礼を言えないどころか、子供たちに親切にしてもらったら、お礼を言わなければならないと教えることすらできません。
ことほどさように、今や「個人情報保護」の名の下に、あらゆる場面で不都合が生じています。
昨年末、私にもこんなことがありました。２０年来の知人の紹介で、ある人とその知人も含めて数人で２回ほど会食したことがあります。私は自分の名刺をお渡ししましたが、その方は仕事もリタイアされていたので名刺も持っておられず、そのときは私も連絡先等もお聞きしませんでした。年末にさて年賀状をお出ししようとしたところ、ご住所を聞いていないのを思い出し、紹介してくれた知人にその方のご住所を教えてくれないかと連絡しましたら（もちろんご本人のご了承を得てということは暗に示唆していました）、ご本人に聞きもせず「個人情報なので教えられない」とばっさり即答。思わず「はぁ？」と絶句してしまいました。私は信用できない人と２０年以上も思われていたのかしら？こんなふうに、「個人情報保護」という意味を取り違えている人がたくさんいます。
確かに、一定の個人情報は保護されなければなりませんし、プライバシーは守られなければなりません。「プライバシー権」とは、自己の情報をコントロールする権利と解されていますから、自分が公にしたくない自己情報は開示しなくてよいし、開示を強要されることはあってはなりません。しかし、氏名や住所などはどんなときも秘密にしなければならない情報なのでしょうか？
個人情報を保護しなければいけないのは、ＤＶ被害で身を隠しておられる人の住所を相手方に伝えてその人に身の危険を及ぼしたり、目的外使用で営業に使われ財産的損害を与えられるなど不利益を被らさせることを阻止するためです。
氏名や住所、連絡先等は個人情報に間違いありませんが、すべての個人情報を伏せろという話ではありません。そんなことをしていれば、この社会は円滑に回っていきません。もちろん、ＤＶ被害の女性を守ることや目的外使用をさせないための個人情報を保護するシステムは必要ですが、個人情報を保護しなければならない＝個人情報は伏せなければならないといった硬直した、もしくは間違った捉え方は是正されなくてはなりません。それには、開示していいかどうかをもう少しゆとりを持って判断できるシステムに作り直す必要があります。
こんな話があります。バブル期に銀行が融資する際において、定量としての土地などの担保のみを評価して融資してきた結果（ご存知のように、バブル期においては土地の価格は右肩上がりだったので、担保としてはそれで十分でした）、その事業の将来性や発展性などの、数字では表せない定性部分の判断をできる銀行マンがほとんどいなくなったと言われています。その結果、バブル崩壊後、定性面でも融資判断ができる銀行マンを育てるのに大変苦労したと聞きます。
それと同じように、「個人情報保護」ですべてを切ってしまえば、その局面局面では対処も単純化されて楽でしょうが、人間関係や社会全体が思いやりのないギスギスしたものになってしまいます。一旦そういう社会ができあがってしまえば、それを元に戻すのは多大な困難を伴います。
以前はそれが正当な理由なのか、あるいは情報を聞き出すために嘘を言っているのかを見抜くための力、判断力を多くの人たちが持っていました。しかし、個人情報保護法制定以来、「個人情報保護」という言葉のみが一人歩きして、人々からその見抜く力、判断力を奪い去っています。今ここで少し立ち止まって、今ある「個人情報保護」のシステムがこれで良いのか検討することが必要なのではないでしょうか？それは、一調査業界のためのみならず、人が人と人とのつながりを大切にし、社会生活を円滑に行っていくために必要なことだからです。
「新春雑感」
理事　夏原佳代
新年あけましておめでとうございます。
昨年、選挙権年齢を「１８歳以上」に引き下げる改正公職選挙法が成立し、いよいよ今年の参議院選挙から、高校生も「一票の行使」ができるようになります。
昨年末の大阪府市長ダブル選挙では、自民党支持者も多くが維新へ投票をしたようで、大阪を少しでも変えたいと考える層が増えた結果といわれています。
選挙権の年齢引き下げにより、果たして高齢者重視の政治から少しは若者の意見が尊重されるようなかたちへとシフトしていくのか、将来のこの国の方向性が決定される選挙にどのような影響が出るのでしょうか？
今年がどのような一年になるのか、色々な面で楽しみです。
私たちの調査業界においても今後の状況は不透明で、個人情報保護法の制定以降、法律の曲解による調査や取材の拒否が拡大しており、なかなか明るい兆候は見えてこないですが、企業経営のリスクマネジメントとして取引における信用調査や従業員の中途採用調査を行う必要性を感じております。
数年前「ブラック企業」が流行語になり、従業員に対して過労やサービス残業を強いる、パワーハラスメントや偽装請負、派遣差別など、あらゆる方面から問題視されている企業の頂点を決めるという「ブラック企業大賞」が毎年発表されています。
確かに労働基準法を無視する、あるいは法の網や不備を悪用して従業員に長時間労働を強制するなどの劣悪な労働環境を強いる状況が横行していることから、悪徳企業を減らすための見せしめとのことらしいです。
ブラックバイト労組なども誕生したようで、それらブラック企業が生み出される背景や社会構造にも多くの問題があり、誰もが安心して働ける環境をつくる必要があると思います。
その陰で反対に企業側に立って見ると、ブラック社員やモンスター社員が増えているというのも見逃せない事実であり、時として百戦錬磨のブラック企業経営者も困らせるモンスター社員たちが、企業を困惑させ、企業経営にとっての脅威となっている現状もあります。
勤務態度や仕事上での注意を逆恨みし、労働基準監督署に通報する、インターネット上にあることないことをアップして会社の信用を失墜させるなどをしながら、辞めさせようにも決定的な理由にまでは至らないなどで自発的に退職するのを待ち、給与をきちんと支払い続けることになります。
また、中には「失業保険狙い」で、雇用保険（失業保険）の給付資格が生じる満1年を辞めさせられない程度にのらりくらり勤め、会社都合で退職して保険金を受給することを繰り返すという者もおり、これにはブラック企業といわれる企業さえもターゲットにされているようです。
やっと退職してくれたと思ったところへ、さらに退職後には不当解雇の訴訟や未払い賃金の請求をしてくることもあると聞きます。
それらの人物の履歴書には必ず勤務期間や退職理由等に詐称が認められ、採用時に調査さえしておれば回避できたというケースも少なくはないと考えます。
企業にとって、中途採用時の経歴確認は非常に重要だと思います。
今年も自分たちの業務を通じて、少しでも社会の役に立つことを考えて携わって参りたいと思っていますので、どうぞよろしくお願いいたします。
探偵業が「善」か「悪」かという課題

理事　横田　正人

　新年あけましておめでとうございます。

　皆様おすこやかに新春をお迎えのことと存じます。昨年は何かとお世話になり、大変ありがとうございました。本年もどうぞよろしくお願い申し上げます。

　さて、冒頭のお題については、年頭の挨拶にはあまりそぐわないお話しではないかとも思いますが、これまでも今でもずっと私の心の中にある課題で、常に先送りをしてきた私の中で折り合いをつけたいテーマでもあります。でも、今もその答えは私の中にはありません。

　思えば、２５年前の今頃の時期にこの業界にお世話になって、初めて同行した先輩が、仕事が終わって仲間同士で一杯飲んでいるときに「この仕事が善か悪かは…」と言っていたことからテーマが始まりました。

　当時は、何を意味することなのかわからなくて、ただの酔っぱらいの話しかとも思いましたが、年々重みを増すテーマだということが、ここ最近はよくわかってきたような気がします。例えば数年前のデータ調査関連の事件やストーカーと探偵とが絡む事件、古くは差別調査に関する事件など、需要の反作用で様々な問題が起きますと、より一層このテーマの意味がわかってきます。

　私にそのテーマのことを話してくれた先輩は、恐らく私が憧れの気持ちで入った業界は、実際は小説やテレビドラマ・映画の世界と違うということをはっきり言いたかったんだと思います。私自身も時折入る新人の方には、まず、それを話して、「思ってるようなものとは違うよ」ということをそれとなく伝えています。

　実際はあまり突っ込んで話しをしますと、業務を遂行する上で支障になることも多々あって、足かせになることにもつながりかねませんので、詳細に話すことは控えていますが……と、こんなことを考える時点でどうかなと最近はよく思うということです。

　特に最近このテーマの事を強く感じていますのは、私には今年で高校３年生になる息子がおりまして、もう今年は進路を決める時期ですので、昨年の夏頃に家内が息子に「将来やりたい仕事はあるか？」と聞いたところ、ちょっと悩んで「お父さんの仕事でもやろうかな」と言ったそうなのです。普通に聞きますと、うれしいお話しでもあるのですが、私にとっては少し複雑な気がする話でした。

　実はこれまで家族と仕事とは、ほぼ切り離していて、家族が私の仕事と直接関係することをできる限り避けてきたというか、私ができる限り遠ざけるようにしてきましたので、なにか静かな池の中に小石を放り込まれて、波紋が広がっているような、そのような気持が湧き上がる今日この頃です。

　恐らく私自身の中でこのテーマに折り合いがつくことは、これから先もないように思いますし、どのような業界においてもそのようなことはあって、それぞれの当事者は、それほど深く掘り下げることもなく、先送りや妥協することで、半ば棚上げ状態で前に進むのだろうなと思います。

　先に出た先輩は「探偵は依頼者の味方」ということも言っていましたが、私たちの探偵業界は、お客様である依頼者と、調査対象の利益が相反することが圧倒的に多いので、依頼者の味方をするということは、即ち調査対象から見れば「敵」になるというわかりやすい構造になることが多いです。

　そのために味方から見れば「善」ですし、敵から見れば「悪」になりますが、味方をしている依頼者が必ずしも「善」であるとは限らないのが、話がややこしくなる要因の一つでもあり、営業段階で依頼者を「善」だと思い込んで仕事を受けなければならないのもある意味悲しい性でもあったりします。

　あまり掘り下げていきますと、気持ちが重たくなりますので、この辺にさせていただきます。要は自分の気持ちの持ち方一つで何とでもなる問題ではあるのでしょうけど、これからもすっきりとは解決することなく、先送りで進んでいくのでしょう。

　と、いうようなことで、本年もどうぞよろしくお願いいたします。

倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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